
50～74歳の中等度難聴の方に
補聴器の購入費を
助成します

認知症予防のための補聴器購入費助成

　聴力の低下により日常生活に支障をきたしている中高年の方
のコミュニケーション能力の維持・向上を図るため、補聴器の購
入費の一部を助成します。また、補聴器装用の効果について検証
するために、アンケート調査を実施します。

対象者

身体障がい者手帳の交付対象とならない聴力の方で、次の１～６全てを満たす方
１　新潟市内に住所がある50歳以上74歳以下の方（申請時点）
２　両耳の聴力レベルが、それぞれ40デシベル以上の方、又は医師が３により補聴器の装用を必要と認め
た方（身体障がい者手帳交付対象となる方を除く）

３　補聴器の装用により、コミュニケーション能力の維持・向上について一定の効果が期待できると医師
が判断した方

４　市税の滞納がない方
５　暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するものではない方
６　過去に本事業による助成を受けたことがない方

助成額

補聴器購入費の２分の１以内（上限25,000円）
　※補聴器の附属品単体での購入、修理、部品交換及び調整等の費用は対象外
　※助成は予算の範囲内で行います

その他（アンケート調査への協力）

補聴器購入前と１年後に、アンケート調査にご協力いただきます

問い合わせ

新潟市保健所健康増進課
健康づくり・歯科保健担当　　☎025（212）8166
ホームページ　　https://www.city.niigata.lg.jp/iryo/kenko/yobo_kenshin/index.html

申請方法

事前申請（購入後に申請することはできません）
裏面のとおり



※申請から助成決定までは約２週間程度かかります。手続きが完了できない場合、助成できないことが
ありますので、購入までに要する期間等はあらかじめ補聴器販売店とご相談ください。
※納税証明書（新潟市制度用）は、市民税課、各区役所区民生活課（中央区役所除く）又は各出張所で発
行しています（有料）。
※詳しくは、「新潟市認知症予防のための補聴器購入費助成実施要綱」をご確認ください。
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助成決定（却下）通知が郵送で届く

申請書等書類の準備●1
●新潟市保健所又は区役所の窓口（健康福祉課）やホームページ等で「助成申請
書」、「医師意見書」、「アンケート調査」の用紙を準備します。

「医師意見書」の準備…医療機関（耳鼻科等）を受診する
必要書類：医師意見書

●2

●医療機関を受診し、申請の対象となるか相談します。
●対象となるときは、意見書の作成を医師に依頼します。
　・身体障がい者手帳の診断書の作成ができる指定医師が作成した意見書に限ります。
　・意見書の作成や受診にかかる経費は、自己負担です。

補聴器の購入…見積書を作成した補聴器販売店に行く
必要書類：決定通知書、実績報告及び請求書兼委任状

●決定通知書が届いたら、補聴器を購入します（助成額との差額分をお支払いください）。
　（注）概ね１か月以内に購入してください。ただし、決定通知書に同封する実績報告及び請求書兼
委任状が３月31日までに市に提出（必着）できるように購入してください。
●実績報告及び請求書兼委任状を補聴器販売店に提出します。
　・補聴器販売店が市に実績報告及び請求書兼委任状を送付し、助成金の請求を行います。上記（注）参照

●5

「補聴器の見積書」の準備…販売店に行く
必要書類：②で作成した医師意見書

●3

●補聴器の販売店に、「②で作成した医師意見書」を持参し、購入する補聴器の見
積書を作成してもらいます（本制度を利用できるか販売店に確認してください）。

　・見積書様式の指定はありません。

申請…保健所又は区役所に行く
必要書類：申請書、②で作成した医師意見書（作成日から３か月以内のもの）、
③で作成した補聴器の見積書、回答を記入したアンケート調査用紙、納税証明
書（新潟市制度用）

●4

●新潟市保健所又は区役所の窓口（健康福祉課）に必要書類を提出します。

申請方法


